
（平成２２年度～平成２６年度）



Ⅰ　これまでの取り組みと本町の財政状況

　１　「三位一体改革」が本町財政に及ぼした影響

　　地方の自由度を増し、自主性を強化するため、国庫補助負担金、税源移譲と地方交付税の改革を同時一体的に行う「三位一体改革」の改革初年度である平成１６年度に、交付税の大幅削減が行われた。本町（旧日和佐町と旧由岐町）においては平成１３年度から交付税の大幅な減額が始まっており、平成１２年度には３，４６８百万円（旧町合算額）あった交付税が、平成１７年度には２，７００百万円まで削減された。平成１８年度以降は徐々に増額されてはいるが、極めて厳しい財政運営を強いられている。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（資料１参照）

　２　定員管理及び給与の適正化

　　本町の平成１８年４月１日現在の職員数の総数は１９５人である。このうち一般行政部門の職員数は１０３人であり、国の定員モデル試算値（１０９人）に比べ６人少ない数値となっており、適正化が図られている。しかし、国の「基本方針２００６」による国家公務員の定員削減率（５年間で５．７％）を踏まえ、更に効率的な行政運営を目指し、職員の資質の向上や人材育成に努めながら事務事業・組織の整理合理化を行い、平成２１年４月までの３年間で１１人の削減を図った。給与については、昇給・昇格の見直し、高年齢層職員の昇給制度の見直し、及び管理職手当の削減等に取り組んできた。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（資料２、３参照）

　３　民間委託・指定管理者制度の推進

　　昭和３９年に建設され、永年にわたり運営されてきた国民宿舎うみがめ荘であるが、行政改革により、平成２０年３月２６日に施設の管理・運営権を民間譲渡した。また、地区公民館、デイサービスセンター等の４１施設に指定管理者制度を導入し、管理体制の充実と経費の節減に取り組んできた。　　　　　　　　　　　　（資料４参照）

　４　高利率既往債の繰上償還

　　平成１９年度から２１年度にかけて、借入利率５％以上の高利率既往債の補償金免除繰上償還を実施した。実質公債費比率は、平成１７年度決算では１５．６％であったが、平成２０年度決算では１２．２％まで下げることができた。

　　一般会計債【資金運用部】　７％以上　１９年度繰上償還　　　５，８７５千円

　　水道会計債【金融公庫】　　７％以上　１９年度繰上償還　　３１，１５０千円

一般会計債【資金運用部】　６％以上　２０年度繰上償還　　２６，５２４千円

　　一般会計債【資金運用部】　５％以上　２１年度繰上償還　　　７，９３８千円

　　一般会計債【簡保資金】　　５％以上　２１年度繰上償還　　１７，１７０千円

（資料５参照）

Ⅱ　今後の行政改革への取り組み

　１　行政改革の目的

　　これまでの町の行財政は、国の制度に基づく権限や補助金、地方交付税等の依存財源に頼り、財政規律の緩みに繋がりがちでありましたが、地方分権改革や市町村合併の推進に見られたように、これからの地方自治体は、地域の自己決定・自己責任の理念に基づいた自主・自立・住民参画によるまちづくり等、地方自治の再設計が求められています。また、過去の「三位一体の改革」による国庫補助負担金の一般財源化や、地方交付税の削減など、本町財政を取り巻く環境は一段と厳しい状況となっており、抜本的な改革への取り組みが必要となってきています。平成１８年度から平成２１年度までを計画期間とした美波町集中改革プランにおいては、定員管理等の適正化、指定管理制度の導入等、ある程度の成果を上げる事ができました。今後は分権型社会にふさわしい財政構造を確立するとともに、「産業振興のまちづくり」、「安全・安心のまちづくり」、「未来を創る人づくり」、「持続可能なまちづくり」に積極的に取り組んで参ります。

　２　取り組みへの基本方針

　　平成２７年度まで合併団体として、国からの合併補助金・交付税・合併特例債の発行等の特別措置が受けられますが、平成２８年度以降は交付税の算定替措置も終わり、更に厳しい財政運営が強いられます。本町が直面している少子高齢化、人口減少に歯止めをかけることは至難でありますが、新しい地域産業の創出や、定住・交流人口の増加による町の活性化を図ることが最重要課題であり、小さくても「魅力ある美波町」を目指し、将来を見極めた効果的なまちづくり施策を住民との協働により展開し、堅実な財政運営に努めていく必要があります。行政改革プランの推進にあっては、重点項目と可及的に数値目標を掲げ、美波町の財政状況に応じた事務・事業の必要性を検証し、各施策の取捨選択、重点化、優先順位付けを行い、後年度における財政の安定化に努めます。

　３　行政改革の計画期間

　　計画期間は、平成２２年度から２６年度までとし、この間に新たに着手、実施するものとしますが、計画期間終了後も引き続き基本方針に基づく行政改革を進めます。

　４　行政改革推進の主要事項

　（１）事務事業の見直し

　　　集中改革プランに引き続き、抜本的な事務事業の整理、職員の適正配置を行い、効率的な事務執行体制の構築に努めます。

　　①旅費の見直し　②出張における公用車使用の推進　③町単独補助・委託事業の見直し　④入札制度の見直し・公共工事の総合評価制度の導入　⑤広告収入の検討

　　⑥公共料金の収納窓口の拡大　⑦特殊勤務・通勤手当等の見直し　⑧宿日直制度の見直し　⑨その他

　（２）組織機構の見直し

　　　権限移譲に伴う事務量の増加、分権型社会における行政課題に総合的・機動的に対応できるよう、全ての組織・機構を見直し、行政の効率化に努める。

　　①認定子ども園を指向した保育園と幼稚園の一元化　②本庁・支所機能の見直しを行い、課・室の再編成　③特定課題に対応するため、各種事務・事業推進プロジェクトの設置　④事務事業マニュアルの汎用化　⑤学校給食センターの統合　⑥その他

　（３）民間委託の推進（指定管理者制度の活用を含む）

　　　多数の公共施設について既に指定管理者制度を導入し、管理体制の充実と経費の節減を図っていますが、他の公共施設や事業のあり方、行政としての関与の必要性、存続か否か等の積極的な検証を行っていきます。

　（４）定員管理及び給与の適正化

　　○定員管理について

　　　本町の平成２１年４月１日現在の職員数の総数は、１８５人であります。

　　平成１８年度から平成２１年度にかけて実施されてきた、集中改革プランにおける平成２１年４月１日における職員数の目標人数は１８９人で、目標人数を大きくクリアすることができました。しかし、退職者不補充を進めてきた結果、組織としての新陳代謝が無く、臨時職員の増加だけが目立ってきました。効率的な行政運営を目指す中で、計画的な新規採用を含め、職員の資質の向上や人材育成に努めながら、事務事業・組織の整理合理化を行っていきます。

　　○給与について

　　　昇給・昇格の見直し、高年齢層職員の昇給制度の見直し及び管理職手当の削減等に取り組んできました。

　　　本町の平成２１年４月１日現在の国家公務員に対するラスパイレス指数は９６．５で、概ね適正な数値となっております。今後は勤務評定導入についての検討、各種手当等の見直しを行い、更なる適正化に努めます。

　　○人事行政の運営等の状況の公表について

　　　地方公務員法（昭和25年法律第261号）第58条の2の規定に基づき、人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成19年条例第3号）を制定し、積極的な公表を行います。
【年次別定員適正化計画表】

（単位：人）

	基準日

部門
	21.4.1
	22.4.1
	23.4.1
	24.4.1
	25.4.1
	26.4.1
	計

	一般行政
	減　員
	
	▲６
	▲１
	▲３
	▲２
	▲２
	▲１４

	
	増　員
	
	０
	１
	１
	１
	１
	４

	
	差　引
	
	▲６
	０
	▲２
	▲１
	▲１
	▲１０

	
	職員数
	９７
	９１
	９１
	８９
	８８
	８７
	８７


※一般行政部門には、保育士等も含む

	基準日

部門
	21.4.1
	22.4.1
	23.4.1
	24.4.1
	25.4.1
	26.4.1
	計

	教育行政
	減　員
	
	０
	０
	▲１
	０
	▲１
	▲２

	
	増　員
	
	０
	０
	１
	０
	１
	２

	
	差　引
	
	０
	０
	０
	０
	０
	０

	
	職員数
	２１
	２１
	２１
	２１
	２１
	２１
	２１

	企業・

特別会計
	減　員
	
	０
	０
	０
	▲１
	０
	▲１

	
	増　員
	
	０
	０
	０
	１
	０
	１

	
	差　引
	
	０
	０
	０
	０
	０
	０

	
	職員数
	６７
	６７
	６７
	６７
	６７
	６７
	６７


	職員数計
	１８５
	１７９
	１７９
	１７７
	１７６
	１７５
	１７５


増減率＝（（１７５人／１８５人）－１）×１００＝▲５．４％

　（５）第三セクター・地方公営企業の健全な運営

　　○本町の第三セクター

　　　（株）道の駅日和佐は、国土交通省と町が共同事業で整備し、平成１７年４月にオープンした県下で１２番目の道の駅である「道の駅日和佐」を管理運営するために設立した株式会社（第三セクター）であります。

　　　資本金２，０００万円の５５％にあたる１，１００万円を町が出資しています。平成１７年３月には、１０年間指定管理（指定期間Ｈ17.4.1～Ｈ27.3.31）の議決も得、施設の管理運営にとどまらず、収益事業の展開により、雇用の場の創出、地域産業の再生・活性化、及び集客力の増大が図られるとともに、地域情報の発信基地として、交流人口の増加など「地域振興の拠点」として期待されています。経営状況としましては、オープン以来黒字経営が続いており、良好な運営が保たれています。今後はより一層の創意工夫を凝らした企画により、地場産品の販売増、交流人口の更なる増加に取り組み、地域の活性化につなげてまいります。

　　○地方公営企業

　　　地方公営企業については、現在法適用企業として病院事業と上水道事業を、法非適用企業としては公共下水道事業、漁業集落排水事業、簡易水道事業の５つの事業を経営しています。

　　　病院事業については、２病院を経営していることに加え、医師不足、診療報酬の改定に伴う診療収入の減少等により、赤字経営が続いております。平成１９年度に「美波町医療体制整備検討委員会」を設置し、今後の医療体制等についての答申を受け、平成２１年度には「美波町病院事業経営改革プラン」を策定し、病院経営のあり方についての抜本的な改革に取り組んでいます。

　　　上水道事業、及び簡易水道事業については、老朽管の布設替えにより有収率の向上に努めます。

　　　下水道事業については、現在施工中でありますが、加入の促進、コストの縮減に努め、将来的には使用料収入で収支のバランスがとれるよう、健全な経営に努めます。

　　　漁業集落排水事業については、排水区域が小さいことから排水原価が高く、収支のバランスをとることが困難な状態にあります。今後使用料の見直しや、徹底的なコストの縮減に努め、経営改善に努めます。

　　【法適用企業】　①病院事業（由岐病院・日和佐病院）　②上水道事業

　　【法非適用企業】　①公共下水道事業　②漁業集落排水事業　③簡易水道事業

　（６）経費節減の財政効果

　　　本庁財政は、平成１７年度において経常収支比率が９７．２％で、合併初年度の平成１８年度が９４．１％、平成２０年度においては８５．７％と大幅に改善されました。改善の大きな要因は、合併後、退職者不補充による人件費の削減効果、補償金免除の既往債繰上償還による公債費の減少、「三位一体の改革」で大幅削減となった地方交付税の回復等が挙げられます。しかし、地方交付税に大きく依存している本町財政においては、巨額の財政赤字を抱える国財政の影響をまともに受けるため、今後の財政運営においては極めて厳しい状況が予想されます。健全な財政運営を図るため、歳入・歳出において次表 [表－１、表－２] のとおり目標を掲げ、可能な限り歳入の確保と、歳出全般にわたる徹底した削減に取り組みます。
[表－１]　歳入の確保

	項　　目
	取　　組　　目　　標

	町税
	現年度課税分の徴収を強化し、滞納繰越となるのを減少させることにより増収に努める。また、税負担の公平性を確保するために、徳島滞納整理機構と連携し、滞納処分を含めた徴収体制の強化に努める。

	分担金及び負担金
	受益者負担の公平の原則に則し、事業内容・規模・受益の度合等を勘案した負担割合の見直しに努める。

	使用料及び手数料
	公の施設については、料金と利用実態を精査して見直しを行う。事務手数料についても適宜見直しに努める。

	国・県支出金
	国・県の補助制度を有効活用し、一般財源の節減、概算払請求による早期の財源確保に努める。

	財産収入
	財産の現況を把握し、効率的運用に努めるとともに、財産貸付収入で実勢にそぐわないものについては改定し、適正化を図るとともに積極的に収入確保に努める。また、遊休土地の売却等にも努める。

	繰入金
	安易な基金からの繰入に頼ることのないよう、事業年次計画に基づき、大幅な財政負担が生じないよう、効率的で適正な基金運用に努める。

	地方債
	公債費負担による財政の硬直化に陥らないよう、計画的な起債発行に努めるとともに、交付税措置のある有利な起債の活用に努める。


[表－２]　歳出の削減

	項　　目
	取　　組　　目　　標

	人件費
	給与等の見直しを行い、職員数を２１年度から５年間で５％削減する。

	物件費
	毎年３％以上の削減を目標とする。（一般財源分）

	維持補修費
	施設等の効率的使用を徹底し、適時・適切な維持管理を図る。

	扶助費
	町負担義務の有無について精査し、積極的見直しに努める。

	補助費等
	特に町単補助金については、補助の効果や必要性、実績等を検証し、実行の無いものについては、縮減・廃止に努める。一部事務組合負担金については、構成町としても負担の根拠についてのチェック機能を強化を図る。

	投資的経費
	事業年次計画に基づき、緊急性、費用対効果、及び後年度財政負担等を十分勘案しながら、投資効果がある事業の厳選に務める。

	公債費
	投資的経費の見直しと併せて、事業年次計画に基づき、地方債発行の抑制に努め、公債費負担の軽減に努める。

	積立金
	合併特例債によるまちづくり基金の積み立てを計画的に実施し、後年度のまちづくり事業での有効活用に備える。

	投資及び出資金・貸付金
	出資の目的、効果を検証し、必要最小限度にとどめる。

	繰出金
	一般会計からの漫然とした財政援助に頼ることのないよう、特別会計の事業精査、採算性の向上に努める。


指定管理者制度導入施設　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（資料４）

	施　　設　　名
	指定管理者名
	指定日

	田井恵比須浜公民館
	田井恵比須浜町内会
	Ｈ21.4.1

	東町公民館
	東町町内会
	Ｈ21.4.1

	戎町公民館
	戎町町内会
	Ｈ21.4.1

	中村町公民館
	中村町町内会
	Ｈ21.4.1

	奥河町公民館
	奥河町町内会
	Ｈ21.4.1

	天神町公民館
	天神町町内会
	Ｈ21.4.1

	井ノ上公民館
	井ノ上町内会
	Ｈ21.4.1

	西新町公民館
	西新会
	Ｈ21.4.1

	本町公民館
	本町町内会
	Ｈ21.4.1

	桜町公民館
	桜町町内会
	Ｈ21.4.1

	奥潟公民館
	奥潟町内会
	Ｈ21.4.1

	山河内公民館
	山河内分館
	Ｈ21.4.1

	西河内公民館
	西河内分館
	Ｈ21.4.1

	北河内公民館
	北河内分館
	Ｈ21.4.1

	大戸公民館
	大戸分館
	Ｈ21.4.1

	赤松公民館
	赤松分館
	Ｈ21.4.1

	大久保公民館
	大久保町内会
	Ｈ21.4.1

	伊座利公民館
	伊座利町内会
	Ｈ21.4.1

	阿部公民館
	阿部町内会
	Ｈ21.4.1

	志和岐公民館
	志和岐町内会
	Ｈ21.4.1

	東由岐公民館
	東由岐町内会
	Ｈ21.4.1

	西の地公民館
	西の地町内会
	Ｈ21.4.1

	西由岐公民館
	西由岐町内会
	Ｈ21.4.1

	田井公民館
	田井町内会
	Ｈ21.4.1

	木岐公民館
	木岐町内会
	Ｈ21.4.1

	木岐奥公民館
	木岐奥町内会
	Ｈ21.4.1

	木岐白浜公民館
	木岐白浜町内会
	Ｈ21.4.1

	美波町デイサービスセンター「竜宮」
	社会福祉法人 美波町社会福祉協議会
	Ｈ20.4.1

	美波町デイサービスセンター「浦島」
	社会福祉法人　東紅会
	Ｈ20.4.1

	美波町由岐生活支援ハウス「長寿村」
	社会福祉法人　由岐福祉会
	Ｈ20.4.1

	美波町魚介類蓄養施設
	志和岐漁業協同組合
	Ｈ20.4.1

	美波町水産物処理加工施設
	恵比須浜生産部会
	Ｈ20.4.1

	美波町アワビ中間育成施設
	日和佐漁業協同組合
	Ｈ20.4.1

	交流拠点施設
	伊座利の未来を考える推進協議会
	Ｈ20.4.1

	美波町青少年旅行村キャンプ場
	伊座利の未来を考える推進協議会
	Ｈ20.4.1

	小イザリ地域振興センター
	伊座利の未来を考える推進協議会
	Ｈ20.4.1

	美波町地域資源活用総合交流促進施設
	伊座利の未来を考える推進協議会
	Ｈ21.4.1

	美波町地域防災拠点施設
	東由岐町内会
	Ｈ21.4.1

	美波町玉厨子農村公園
	山河内町内会
	Ｈ20.10.1

	志和岐地区移住交流支援施設
	志和岐町内会
	Ｈ21.4.1

	阿部地区移住交流支援施設
	阿部の未来をつくる会
	Ｈ21.4.1


※指定日は、最新の更新日。

